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敗戦から文化大革命・日中複交まで~ (新曜社 2010年)、 191-192頁。
2 坂本龍彦『風成の人~ (岩波書庖 1993年) (同書は『世界~ 1992年 3月号ー 1993
年 1月号に 11回連載後、編集されたものである)、西園寺一晃「日中の架け橋(そ
のー~その四一) J W軍縮問題資料』、 1999年 7月号ー 2002年 11月号。












石橋湛山は 1959年 9月 7日から 25日までの訪中で、周恩来首相らと会談
して「周・石橋コミュニケJを発表した。その中では、「一つの中国Jと「政
経不可分」の原則が明示され、「石橋三原則」と中国側の「政治三原則」がと
もに反映された。 3 その後、自民党¥内親中国派の長老である松村謙三は 17















友好を増進すべきこと。 r石橋湛山元総理と周恩来総理との共同声明J (1959年 9
月 20日)・外務省アジア局中国課監修『日中関係基本資料集 1949年ー 1997年1 (霞
山会 1998年)、 165・166頁。
−  − −  −
の二近くもの地域を訪ねて、実情視察を行う一方、周恩来・陳毅・朱徳・郭
抹若・ j家承志など中国要人たちと会談をし、率直な意見交換を行ない、双方
の理解と信頼を深めることができた。 4 このとき、松村は 1955年 4月 22日
のバンドン会議で周恩来首相と会談したことのある高碕達之助(通商産業大
臣、科学技術庁長官歴任)を周に推薦し、二人が両輪となって日中関係を推




















5 孫平化『日本との 30 年一一中日友好随想録~ (安藤彦太郎訳、株式会社講談社 1987
年)、 90頁。
6 I日中貿易に関する高碕達之助・疹承志の覚書(し、わゆる ILT貿易覚書J) J (1962 
年 11月 9日)前掲『日中関係基本資料集 1949年ー 1997年』、 215国216頁。
7 田川誠一前掲書『松村謙三と中国』、 88-89頁。
8 同前、 85-86頁。





























「中共政策に積極転換を一一石橋氏が記者会見J ~読売新聞 11 1959年9月 27日。
10 r石橋・松村会談J ~読売新聞 11 1959年 9月 30日。
11 r日中問題で岸・石橋会談J ~読売新聞 11 1959年 9月 30日。
























12 r岸首相、退陣せよ 石橋氏談j 、「首相退陣せよ 石橋氏また要求J ~読売




とも述べられている。 r日中米ソ印会談一一石橋氏、首相に進言J ~朝日新聞~ 1960 
年 1月 13日。
14 r侮りがたい中国一一松村謙三氏ら帰国J ~朝日新聞~ 1959年 12月 3日。
























15 松村謙三「中国帰国報告J (昭和 34年 12月 11日、自民党日中貿易特別委員会に
於いて、自民党基本問題調査会)木村時夫・島善高・高橋勇市編『松村謙三 資料編』
(榎田会 1999年)、 190頁。
16 r中園、経済交流を容認一一松村氏、岸首相に報告J W朝日新聞1 1959年 12月
15日。
17 r国民運動を起こす一一石橋氏、日中打開で構想」、 「友好機運盛上げ一一石橋・
松村会談で一致J W読売新聞1 1959年 11月 4目。

























交正常化への道1 (忠文閣出版 2011年)、 68-75頁に詳しい。
19 ~訪中所見』、 99-103 頁。~訪中所見』とは、訪中から帰国後の 1959 年 12 月、
松村の進めで、同行の古井喜実、井出一太郎、田林政吉の三人が著した非売品の書
物である。
20 r国民運動を起こす一一石橋氏、日中打開で構想J ~読売新聞 11 1959年 11月 4
日、 「アジアに対する基本態度決めよJ ~朝日新聞'11 1960年 1月6日。
























21 r自民有志が“中国研究会"開く J1960年 2月 5日、 「岸政権を追い込む 自民
党に二つの火の手J1960年 2月 22日、 『読売新聞』。
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た。 24






















年 12月 26日、 「日中問題研究会結成J W朝日新聞112月 27日。
26緒方貞子『戦後日中・米中関係1 (添谷芳秀訳、東京大学出版会 1992年)、 20
頁。
27拙稿「宇都宮徳馬の思想史的研究 -1955年の保守合同から 1959年の石橋湛山
訪中までJ W文明構造論』第 8号 (2012年 9月)、 161-199頁を参照されたい。
28宇都宮徳馬「政府の“静観政策"に反対する J W中央公論11959年 11月号。後に
「日中問題と安保条約改定Jの題目で宇都宮徳馬『平和共存と日本外交1 (弘文堂






















1960年)、 59・71頁、 『日中関係、の現実~ (普通社 1963年)、 39-53頁に収録。
29 間前。




32 宇都宮徳馬「中共と欧阿を訪れて 選挙区における講演J (1959年 11月東京都
大田区における講演) 宇都宮徳馬前掲書『平和共存と日本外交』、 143-157頁、前
掲『日中関係、の現実』、 91-116頁。なお、 「中共j に関する部分を後に「日中関係
正常化の緊急性 ことしの政治課題は日中問題の解決である j の題目で『再建』
(1960年 3月号)に掲載。




















































































































































































53 宇都宮徳馬「中共訪問の印象一一平和共存への熱意は強いJ r 再建~ 1959年 10
月号。
54 r自民三氏、渡英J r読売新聞~ 1959年 10月 2日。



























































58 I岸首相が施政演説J W 朝日新聞~ 1958年 6月 17日。






















よって高まりつつある日本国内の反米・反岸闘争に注目した。 58年 11月 19
日、陳毅外交部長は安保改定に反対する声明文を発表し、「重大な関心と極度
の憤激J61 を表明した。また、 59年 11月 11日、周思来は松村訪中回送別
宴での演説で、「中国人民はこうした闘い〔安保反対闘争〕に同情をよせ、こ
59 r米国帝国主義の批判は当然一一浅沼団長談J W 朝日新聞~ 1959年 3月 14日。
60 r日本社会党第二次訪中使節団と中国人民外交学会との共同声明J (1959年 3月
17日)前掲『日中関係基本資料集 1949年ー 1997年』、 160-162頁。
61 r日米安保条約改定に関する陳毅外交部長の声明J (1958年 11月 19日)前掲
『日中関係基本資料集 1949年ー 1997年』、 153-156頁。







さらに、新安保条約の調印がアメリカで 60年 1月 16日に行なわれること













62 r松村謙三自民党顧問送別宴における周恩来総理の演説J(1959年 11月 11日)
前掲『日中関係基本資料集 1949年ー 1997年』、 173-174頁。
63 r“極東"外も自由一一米軍出動外相答弁J W 読売新聞~ 1959年 11月 17日。
64 r日米安保条約調印に関する中国外交部の芦明J (1960年 1月 14日)、 「第二
期全国人民代表大会第三次会議における周恩、来総理の政府活動報告J (対日関係に関
する部分) (1960年 4月 10日)前掲『日中関係基本資料集 1949年-1997年』、
174・175頁、 176・177頁。































組「北京各界人民支援日本人民反対日美軍事同盟条約大会文件J (1960年 5月 2日
-5月 11日)文書番号:117-00785-01 (1) 、中国外交部梢案館。
66 戸川猪佐武『岸信介と保守暗闘~ (講談社 1982年)、 240-258頁。
67 r石橋氏、日中打開を強調J W 朝日新聞~ 1959年 9月 27日。
68 r差当り人間交流を一一石橋氏日中打開で進言J W 朝日新聞~ 1959年 9月 30日。
69 r松村氏、首相に訪中あいさつJ W朝日新聞~ 1959年 10月 14日。
70 r“金門・馬祖"包含は不当 極東の範囲松村語るJ1960年 2月 12日、 「金円・
馬祖と極東の範囲一一観念論から実際論へ移る J1960年 2月 13日、 『読売新聞』。

























71 古井喜実『政界第八年一一諸国に旅し、わが外交を思う~ (1960年)、 90頁0
72 古井喜実『政治生活第七年 政界の混迷と苦悩~ (1959年)、 45頁。
73宇都宮徳馬「政府の安保改定構想、に反対する J ~中央公論~ 1959年 6月号。後
に「安保条約改定は急ぐべきでない一一性急な改定は日本に不利j の題目で前掲『平
和共存と日本外交』、 39-57頁、前掲『日中関係、の現実』、 69-89頁に収録。

























ソ外交物故功労者記念碑1 (トミタ孔版株式会社 1986年)、 24頁。
75 前掲宇都宮徳馬「政府の安保改定構想、に反対する j
76 1948年 6月 11日にアメリカ上院外交委員長パンデンバーグの提案によって採択
された決議。この決議によってアメリカは援助先の国に対し、援助と引き換えに軍事
力の増強を要請することになった。
























78 宇都宮徳馬「一自民党代議士として直言する J W 中央公論~ 1960年 6月号。前
掲『平和共存と日本外交~ 1-38頁に「新安保条約と日本外交」の一部分として収録。
79 拙稿「宇都宮徳馬の思想史的研究一一戦前・戦中にける動きを中心にJ W社会シ
ステム研究』第 14号 (2011年 2月)、 217-236頁、 「宇都宮徳馬の思想史的研究
一一戦後から 1949年の政界進出まで一一 J: W人間環境学』第 20巻 (2011年 12月)、
67-82頁を参照されたい。
80 前掲宇都宮徳馬「日中修交の新しい踏台一一北京から帰って」





























84 前掲宇都宮徳馬「日中修交の新しい踏台 北京から帰ってJ0 
85 前掲宇都宮徳馬「一自民党代議士として直言するJ。


























86 r安保特別委、各党の布陣一一自民は防御本位にj (1960年 2月 15日)、 「外務
委員全員の出席一一宇都宮氏が要求j (2月 19日)、 「条約修正権:与党内にも対
立意見一一国会に権限あり j (2月 21日) ~読売新聞』。
87 r安保“慎重審議"の線 石橋派きょう態度きめる」、 f松村派を説得へJ Il'読売
新聞~ 1960年 3月 3日。























88 r金門・馬祖のぞけ一一反主流派が強く要求J (1960年 3月 5日)、 「金門・馬





平和条約急ぐ一一石僑・岩井会談、中共要人招待も一致J~読売新聞~ 1960年 3月 9
日。
90 宇都宮徳馬「石橋除名論に応えてJ ~日本週報~ 1960年 3月 25日号。










を得ようとした。 92 20 日の安保強硬採決の際、宇都宮をはじめ石橋派、松











91 1反主流派は慎重論一一“中間報告"一応了承」、 「反主流派こぞって反対J W読売
新聞11960年 4月 23日。




94 1岸首相の即時退陣一一石橋派各派に協力呼びかけへJ W読売新聞11960年 5月
21日。
95 粛党対象議員は河野一郎、三木武夫、宇都宮徳馬、平野三郎、園田直、野原正勝
の六人である。 1粛党対象六人J W読売新聞11960年 7月 7日。

























96 対談(きく人)千葉成夫、 (語る人)宇都宮徳馬「岸内閣より池田内閣へJ: W再
建1 1960年 11月号(この会談は 1960年 9月 26日、雑誌『再建』の主催で行われ
た)
97 宇都宮徳馬「岸首相は即時退陣せよJ : W再建1 1960年 7月号(Wサンデー・毎
日16月 11日号掲載)
























































































104 室山義正『日米安保体制(上) 1 (株式会社有斐閣 1992年)、 201頁。
105 五百旗頭真編『戦後日本外交史1 (第 3版) (有斐閣 2010年)、 104頁。

























[謝辞]本稿は 2013年 3月 15日に、京都大学人文科学研究所附属現代中国セ
106 前掲(政党人に聞く I宇都宮徳馬、鶴見俊輔) r保守党の脱皮のためにJ。
107 宇都宮徳馬「日中復交と極東の平和J W世界11961年 8月号。
−  − −  −
ンター「現代中国文化の深層構造J(班長:石川禎浩)共同研究班での口頭報
告 r1959-1961年の宇都宮徳馬と中国」の一部に若干の手を加えたものであ
る。平川幸子、石川禎浩、松尾尊党三先生及び列席の諸先生方、班員の方々
に様々な教示を賜った。この場を借りて厚く御礼を申し上げる。
